
新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１３号（東北中央自動車道） 

横堀
よこぼり

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

起終点 
自：秋田県湯沢市

ゆざわ

下院内
しもいんない

 

至：秋田県湯沢市
ゆざわ

桑崎
くわがさき

 
延長  ３．７ｋｍ 

事業概要  

横堀道路は、東北中央自動車道の一部を構成する道路で、秋田県湯沢市下院内から秋田県湯沢市桑崎に至る

延長３．７ｋｍの自動車専用道路である。（東北中央自動車道は、福島県相馬市から福島市、山形県山形市、

秋田県横手市に至る延長約２６８ｋｍの高規格幹線道路であり、これまでに９８ｋｍが開通している。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、冬期の幅員減少や路面凍結による速度低下などの課題を抱える豪雪地域（湯沢市）

において、雪に強いネットワークを確保するとともに、信頼性の高い道路ネットワークが延伸されることで速

達性が確保され、企業進出などの民間投資を促進する。 

全体事業費 約１１２億円 計画交通量  約４，８００台／日 

事業概要図  

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 
関係する地方公共団体等の意見  

【秋田県知事】 

新規事業採択時評価に係わる「横堀道路」の予算化については同意します。 

東北中央自動車道は東北の中央を縦断する大動脈であり、東北地方の持続的な復興を進めていくために、また、

我が国全体の成長力や災害に強い国土づくりなど、国土強靱化の基盤となるものであることから、残る未事業化

区間の早期着手と一日も早い全線開通が図られるよう、ご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

■費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２７．１．１９） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．２ 

総費用 ９２億円 総便益 １０７億円 基準年  

事 業 費： ７７億円 

維持管理費： １５億円 

走行時間短縮便益： ７３億円 

走行経費減少便益： ２６億円 

交通事故減少便益： ７.５億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.1  (交通量     －10％) B/C＝1.2  (交通量     ＋10％) 

事業費変動 B/C＝1.1  (事業費変動  ＋10％) B/C＝1.3  (事業費変動  －10％) 

事業期間変

動 
B/C＝1.1  (事業期間変動＋20％) B/C＝1.2  (事業期間変動－20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ○ ・国道13号の冬期の幅員減少などによる速度低下を解消し、地域住民の不安を克服 

事故対策 ◎ 

通過交通の転換が図られることで、交通事故が減少し地域交通の安全に寄与 

・事故多発箇所 

現況 2箇所 ⇒  整備後 0箇所 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○ 
高速ネットワークの整備により、医療施設までの通院時間を短縮 

〔湯沢市院内地区→雄勝中央病院（湯沢市）間の所要時間］ 

現況(冬期) 平均 約34分 ⇒  整備後 平均 約32分（約2分短縮） 

地域経済 ◎ 
高速ネットワークの整備により、企業進出などの民間投資を促進 

〔早期に高規格道路が整備された横手市の企業進出の実例〕 

⇒H14からH26までに12企業が進出 

災 害 ○ 
・過去に発生した国道13号の通行止め時の広域迂回が解消されることで、信頼性の高い緊急輸

送道路を確保 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 ○ 
・観光地への速達性が向上するとともに定時性が確保されることで、観光地での滞在時間の確

保が可能となり、多種な周遊プランの設定が可能となり地域観光産業に貢献 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（Ｈ２６．１１．４） 

・秋田県知事や湯沢市長より横堀道路の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．２と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の整備により地域交通の安全に寄与するほか冬期交通機能の確保、地域への企業進出等が期待

でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

凡 例

供用中区間

対象区間

事業中区間

未事業化区間



新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１３号（東北中央自動車道） 

新庄
しんじょう

金山
かねやま

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北地方整備局 

起終点 
自：山形県新庄

しんじょう

市大字昭和
しょうわ

 

至：山形県最上
も が み

郡金山
かねやま

町
まち

大字朴山
ほおやま

 
延長  ５．８ｋｍ 

事業概要  

新庄金山道路は、東北中央自動車道の一部を構成する道路で、新庄市大字昭和から最上郡金山町大字朴山に

至る延長５.８ｋｍの自動車専用道路である。（東北中央自動車道は、福島県相馬市から福島市、山形県山形市、

秋田県横手市に至る延長約２６８ｋｍの高規格幹線道路であり、これまでに９８ｋｍが開通している。） 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、国道１３号の不定期に頻発する運搬排雪による交通機能の低下が解消され、日常生

活の円滑な移動が確保されるほか、福島県や山形県、秋田県の主要都市を結ぶ高速ネットワークが延伸される

ことで都市間の連絡速度が向上し、工場等の立地条件が改善、企業進出と雇用の喚起が図られる。 

全体事業費 約１７５億円 計画交通量 約８，４００台／日 

事業概要図  

                   

                              

                            

                                                                                           

                                                                                              

関係する地方公共団体等の意見  

【山形県知事】  

一般国道１３号（東北中央自動車道）新庄金山道路は、運搬排雪作業による冬期交通への大きな障害などの

現道の課題解消に役立ち、広域的な観光、産業・経済の振興等に大きく貢献することから、当該道路を予算化

することについて同意します。 

福島県、山形県、秋田県を縦断する東北中央自動車道は、東日本大震災からの復興に大きく貢献することが

期待され、災害時における緊急輸送道路として大きな役割を担うとともに、地方創生の実現に向けて人材と産

業の地方分散を進める基盤となることから、全線が一日でも早く整備されるよう、残りの未事業化区間の早期

着手と着実な予算の確保をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

■費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了 ：計画段階評価手続き完了（Ｈ２７．１．１９） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．３ 

総費用 １４０億円 総便益 １７５億円 基準年  

事 業 費：１２１億円 

維持管理費： １８億円 

 

走行時間短縮便益：１２１億円 

走行経費減少便益： ３８億円 

交通事故減少便益： １６億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.0   (交通量     －10％) B/C＝1.5    (交通量     ＋10％) 

事業費変動 B/C＝1.2   (事業費変動  ＋10％) B/C＝1.4   (事業費変動  －10％) 

事業期間変動 B/C＝1.2   (事業期間変動＋20％) B/C＝1.3   (事業期間変動－20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

通過交通の転換が図られることで、国道13号での通行規制を伴う運搬排雪による冬期渋滞を

解消 

〔新庄市役所～国道344号交差点(金山町)間の移動時間（高規格道を利用）〕 

現況(運搬排雪時) 約29分 ⇒  整備後 約19分（約10分短縮） 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

高速道路ネットワークの整備により、速達性が確保され、隣接市などへの日常生活の円滑な

移動を確保 

〔新庄市役所～国道344号交差点(金山町)間の移動時間（高規格道を利用）〕 

現況(通常期) 約24分 ⇒  整備後 約16分（約 8分短縮） 

地域経済 ◎ 

高速道路ネットワークの整備により、都市間移動の速達性向上により、工場等の立地条件が

改善し、企業進出と雇用を喚起 

〔高規格道路の整備が進む新庄中核工業団地の実例〕 

整備前(H10) 28企業 ⇒  整備後(H26) 42企業（約2倍の増加） 

災 害 ○ 
・過去に発生した国道13号の通行止め時の広域迂回が解消されることで、信頼性の高い緊急

輸送道路を確保 

環 境 － 注目すべき影響はない。  

地域社会 ○ 
・観光地への速達性が向上するとともに定時性が確保されることで、観光地での滞在時間の

確保が可能となり、多種な周遊プランの設定が可能となり地域観光産業に貢献 

事業実施環境 ○ 
・計画段階評価手続き完了（Ｈ２６．１１．４） 

・山形県知事や新庄市長、金山町長、真室川町長より新庄金山道路の早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．３と便益が費用を上回っているとともに、計画段階評価手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の整備により冬期渋滞の解消と日常生活の円滑な移動確保、地域への企業進出や雇用喚起等が

期待でき、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

最上町

尾花沢市

金山町

新庄市

大蔵村

鮭川村

真室川町

湯沢市

羽後町

横手市

舟形町

横手ＩＣ

十文字ＩＣ

湯沢ＩＣ

三関ＩＣ

須川ＩＣ

雄勝こまちＩＣ

（仮）昭和ＩＣ

（仮）新庄北ＩＣ

新庄ＩＣ

舟形ＩＣ

川原子ＩＣ

尾花沢北ＩＣ

中田ＩＣ 秋田県

山形県

新庄金山道路
延長５．８ｋｍ

湯沢横手道路
延長２９．０ｋｍ

泉田道路
延長８．２ｋｍ

主寝坂道路
延長９．９ｋｍ

新庄北道路
延長４．７ｋｍ

尾花沢新庄道路
延長１８．２ｋｍ

院内道路
延長３．０ｋｍ

東北横断自動車道
釜石秋田線

凡 例

供用中区間

対象区間

事業中区間

未事業化区間

山形県

新庄金山道路

秋田県
岩手県

宮城県

福島県



新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道６号 勿来
な こ そ

バイパス 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

東北・関東地方整備局 

起終点 
自：茨城

いばらき

県北茨城
きたいばらき

市関本
せきもと

町
ちょう

関本中
せきもとなか

 

至：福島
ふくしま

県いわき市勿来
な こ そ

町四沢
ま ち しさ わ

鍵
かぎ

田
だ

 
延長  ４．４ｋｍ 

事業概要  

勿来バイパスは、一般国道６号の茨城・福島県境における津波浸水区間の回避と渋滞緩和等を目的とした延

長４．４ｋｍの道路である。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、常磐バイパスと連続した茨城・福島両県を結ぶ主要幹線道路として、一般国道６号

における津波浸水等の災害リスクを回避するネットワークの確保、渋滞の緩和、アクセス改善による観光地再

生、第三次救急医療施設への搬送時間短縮等が図られる。 

全体事業費 約１８５億円 計画交通量  約11,300台／日 

事業概要図  

                   

                                                 

                                                                                           

                                                                                             

 
関係する地方公共団体等の意見  

【福島県知事】一般国道６号勿来バイパスは、災害に強く救急搬送等にも役立ち、広域的な地域間交流の拡大

にも資する幹線道路ネットワークを担う重要な路線であることから、平成27年度新規事業としての予算化及

び早期整備が図られるようお願いいたします。 

【茨城県知事】「一般国道６号勿来バイパス」の平成27年度予算化については、異議ありません。 

本バイパスは、一般国道６号の交通渋滞の緩和や災害時の緊急輸送に寄与する道路であるとともに、東日

本大震災の復興の柱として重要な役割を担うことから、事業の実施にあたりましては、コスト縮減を図りな

がら、早期完成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である 
 
事業採択の前提条件  

■費用対便益  ： 便益が費用を上回っている。 

■手続きの完了 ： 計画段階評価手続き完了（Ｈ２６．３．５） 

          都市計画決定手続き完了（茨城県Ｈ２７．１．２２、福島県：Ｈ２７．１．２３） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．７ 

総費用 １４３億円 総便益 ２４２億円 基準年  

事 業 費：１３２億円 

維持管理費： １２億円 

 

走行時間短縮便益：１８８億円 

走行経費減少便益： ４５億円 

交通事故減少便益： ９.４億円 
平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.6 (交通量     －10％) B/C＝1.9 (交通量    ＋10％) 

事業費変動 B/C＝1.6 (事業費変動  ＋10％) B/C＝1.9 (事業費変動 －10％) 

事業期間変動 B/C＝1.6 (事業期間変動＋20％) B/C＝1.8 (事業期間変動－20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

北茨城市～いわき市をつなぐ新たなバイパスが形成され、国道６号の通過交通が分

散し、渋滞が緩和。 

〔混雑度の減少（国道６号 勿来駅前～四沢交差点）〕 

現況 1.7（18,400台/日） → 整備後 0.8（8,700台/日）〔約５割減少〕 

事故対策 ○ 国道６号の渋滞の緩和により、交通事故が減少。 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○ 

第三次救急医療施設への搬送時間が短縮するなど、地域住民の命を守る救急医療活

動を支援 

〔北茨城市大津町北町から総合磐城共立病院までの搬送時間〕 

現況 41分 → 整備後 36分〔約5分短縮〕 

地域経済 ◎ 
常磐バイパスとの接続により、いわき市・北茨城市の魅力ある観光地の再生を支援。 

〔バイパス整備が進むいわき市の観光入込客数の実例〕 

バイパス開通前（H10） 767万人 → 現況（H22） 1,077万人〔４割増加〕 

災 害 ◎ 
津波浸水区間を回避し、災害時等の避難・救援活動を支えるネットワーク確保 

〔国道６号通行止め時の迂回距離・迂回時間〕 

現況 約３倍 → 整備後 ネットワーク寸断回避、迂回解消 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 － 注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（茨城県：Ｈ２７．１．２２、福島県：Ｈ２７．１．２３） 

・いわき市長、北茨城市長より勿来バイパスの早期事業化を要望 

 

採択の理由 
費用便益比が１．７と便益が費用を上回っているとともに、都市計画手続きが完了し、事業採択の前提条件が

確認できる。 

また、本事業により、渋滞緩和や事故減少並びに救急医療施設への搬送時間短縮が期待でき、更に災害時等の

避難・救援活動を支えるネットワーク確保や、常磐バイパスとの接続により、いわき市・北茨城市の魅力ある観

光地の再生を支援する等、当該事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。

一般国道６号 

勿来バイパス 

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

該 当 箇 所



新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 一般国道４号 矢板拡幅 
事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

関東地方整備局 

起終点 
自：栃木

と ち ぎ

県矢板
や い た

市片岡
かたおか

 

至：栃木
と ち ぎ

県矢板
や い た

市針生
は り う

 
延長  ６．５ｋｍ 

事業概要  

一般国道４号は、東京都中央区を起点とし青森県青森市に至る一般国道で、宇都宮市と矢板市、大田原市、

那須塩原市を経由して栃木県内を南北に縦貫する道路である。このうち矢板拡幅は東北自動車道矢板ICと矢板

市北部を結ぶ延長約６．５ｋｍの４車線化拡幅事業である。 

事業の目的、必要性  

当該区間の整備により、渋滞が解消し、製造業といった地域の主産業の物流の効率化が図られるとともに、

交通事故減少、災害時における東北自動車道との連携強化、救急医療施設への搬送時間短縮が図られる。 

 

全体事業費 約２００億円 計画交通量 約18,700台／日～約34,400台／日 

事業概要図  

      

 
関係する地方公共団体等の意見  

【栃木県知事】 

国道4号は本県の骨格をなす重要な路線であり、特に県北部地域の産業振興や安全安心な住民生活を確保する

ためには、本事業による慢性的な渋滞の解消や安全性の向上が極めて重要であります。 

また本道路の４車線化は長年の悲願であり、本県のさらなる成長と発展に大きく寄与するものと期待してい

ることから、新規事業化と早期完成に向けて特段のご配慮をお願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｓ４０．３） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ２．１ 

総費用 １４６億円 総便益 ３１２億円 基準年  

事業費：   １３４億円 

維持管理費：  １２億円 

走行時間短縮便益：２８９億円 

走行経費減少便益： １２億円 

交通事故減少便益： １１億円 
平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.6 (交通量     -10％) B/C＝2.7 (交通量     +10％) 

事業費変動 B/C＝2.0 (事業費変動   +10％) B/C＝2.4 (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.9 (事業期間変動 +20％) B/C＝2.4 (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

対象区間の整備により、混雑度が約７割減少し、沿道地域の速達性が確保。 

〔混雑度〕 

現況 2.05 → 整備後 0.63 〔約７割減少〕 

〔平均旅行速度〕 

  現況 32.8km/h → 整備後 45.9km/h 〔約４割向上〕 

事故対策 ○ 
渋滞が一因と考えられる死傷事故件数が改善。 

〔死傷事故率（一般国道4号 早川町交差点～土屋交差点）〕 

現況 55.2件/億台キロ → 整備後 49.2件/億台キロ 〔約９％減少〕 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○ 
矢板市内の重篤患者の救急搬送のアクセスルートを強化し、救急輸送ネットワーク

を構築。 

地域経済 ○ 

隣接する開通済み区間では、企業立地が進み出荷額等が増加しており、拡幅事業に

おいても企業立地の促進に期待。 

〔氏家矢板バイパス整備前後（さくら市内）の推移〕 

従業員数 H21開通前 4,157人/105社 →  H25開通後 4,686人/108社(約13%増) 

製造品出荷額  H21開通前 1,506億円 → H25開通後 1,646億円 (約９％増) 

災 害 ◎ 交通容量の増加により、災害時等における東北自動車道との連携を強化。 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 － 注目すべき影響はない 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｓ４０．３） 

・栃木県知事、矢板市長、大田原市長より矢板拡幅の早期事業化の要望。 

 

採択の理由 
費用便益比が２．１と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了し、事業採択の前提条

件が確認できる。 

また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと

判断できる。以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

至 宇都宮

該
当
区
間

氏
家
矢
板

バ
イ
パ
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那須塩原市

塩谷町

矢板市 大田原市
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至 福島

西
那
須
野
道
路

（
４
車
線
）

延
長
6.5
km

延
長
13.9
km

延長
4.6km

栃木県矢板市片岡
と ちぎ け ん や い た し か た お か

栃木県矢板市針生
と ちぎ け ん や い た し は り う

（
２
車
線
）

（
２
車
線
）

（
４
車
線
）

に

し

な

す

の

う
じ
い
え
や
い
た

矢板ＩＣ

Ｎ

那須塩原駅

矢板拡幅

栃木県

凡　　例

開　通　済

事　業　中

調　査　中

該 当 箇 所



 

平成２７年度予算要求に係る新規事業採択時評価 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１５８号（中部

ちゅうぶ

縦貫
じゅうかん

自動車道） 

大野油坂
おおのあぶらさか

道路（大野
お お の

・大野
お お の

東
ひがし

区間） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：福井

ふ く い

県大野
お お の

市中津川
なかつがわ

 

至：福井
ふ く い

県大野
お お の

市下
しも

唯
ゆい

野
の

 
延長  ５．５㎞ 

事業概要  

中部縦貫自動車道は、長野
な が の

県松本
まつもと

市から福井県福井
ふ く い

市を結ぶ延長 約１６０km の高規格幹線道路である。大野油坂道路は

中部縦貫自動車道の一部を構成する道路で、大野市中津川
な か つ が わ

から大野市東市
ひがしいち

布
ぬの

に至る延長約３５km の一般国道の高規格幹線

道路であり、これまでに大野市下
しも

唯
ゆい

野
の

から大野市東
ひがし

市
いち

布
ぬの

の区間約３０km が事業化している。 
事業の目的、必要性  

大野油坂道路は永平寺
え い へ い じ

大野
お お の

道路（事業中）を経由し、北陸自動車道と東海北陸自動車道を結ぶネットワークを形成。  
北陸自動車道の通行止め時における、北陸圏から大阪・名古屋都市圏に至るリダンダンシーネットワークと土砂災害・豪

雪時における、国道１５８号のリダンダンシーネットワークを構築し、定時性・速達性・走行安定性の道路を確保するほか、

医療活動支援や地域活性化の促進に寄与するものである。 
全体事業費  約２０５億円 計画交通量 約８，７００台／日 

事業概要図  

                    
 

関係する地方公共団体等の意見  

一般国道１５８号（中部縦貫自動車道）大野油坂道路（大野・大野東区間）の予算化については、本県も同

意するとともに、心から感謝します。 
なお、大野油坂道路を一部とする中部縦貫自動車道は、東海・東南海・南海地震など太平洋側で大規模災害

が発生した際、日本海側国土軸として代替機能を発揮し、周遊観光ルートによる観光客の増加、アクセス向上

や安定した物流ルート構築による企業立地の促進など、地域のさらなる社会・経済活動の発展、安全・安心の

確保には大変重要な路線であると考えております。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：アンケート調査（ＰＩ）、自然環境・猛禽類等の調査及び影響評価を実施しており、 

円滑な事業執行の状況が整っている。 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ２．０ 

総費用 １６１億円 総便益 ３１９億円 基準年  

事業費： １４１億円 

維持管理費： ２０億円 

走行時間短縮便益：２４３億円 

走行経費減少便益：  ６３億円 

交通事故減少便益： １３億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.8 （交通量 -10 ％） B/C=2.2 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C=1.8 （事業費 +10 ％） B/C=2.2 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C=1.9 （事業期間 +20 ％） B/C=2.1 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － 注目すべき影響はない 

事故対策 － 注目すべき影響はない 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○ 
大野市和泉地区から高次医療施設への移動負担の軽減 

大野市和泉地区から福井大学医学部附属病院の所要時間 

現況 69分 → 全線開通時 50分（19分短縮） 

地域経済 ◎ 

高速ネットワークの整備により、奥越地域への観光客が増加 

首都圏、中部圏へのアクセス性が向上し、物流・観光面において活性化が期待 

大野市～名古屋市間の所要時間 

現況 2時間45分 → 全線開通時 2時間4分（41分短縮） 

大野市～東京都間の所要時間 

 現況 7時間56分 → 全線開通時 6時間6分（110分短縮） 

災 害 ◎ 
北陸自動車道・国道８号が通行止めになった場合においても、災害に強い道路ネット

ワークの代替機能を確保 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 ○ 
冬期スリップ多発区間、事故率の高い箇所を回避し、安定した交通を確保することで

北陸自動車道と東海北陸自動車道間における地域連携の強化が図られる。 

事業実施環境 ○ 

・ 平成１７年２月に中部縦貫自動車道 大野油坂道路についてＰＩを実施 

（約８割が高規格幹線道路の道路整備が必要と回答） 

・ 自然環境・猛禽類については、委員会において検討済 

・ 福井県知事より未事業化区間（大野・大野東間）の早期事業化を要望 

 

採択の理由 

費用便益比が2.0 と、便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、高速道路ネットワークを形成し、リダンダンシーを確保することにより、定時性・速達性・走行安定

性が向上するほか、医療活動支援や、地域間交流の促進、観光振興による地域経済の活性化などの整備効果が

高いと判断できる 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫     

     

  ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

大野油坂道路大野油坂道路

（大野・大野東区間）（大野・大野東区間）

福井県

石川県

富山県

岐阜県

愛知県
滋賀県

長野県

京都府

大野油坂道路大野油坂道路

（大野・大野東区間）（大野・大野東区間）

福井県

石川県

富山県

岐阜県

愛知県
滋賀県

長野県

京都府



 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１９号  

瑞浪
みずなみ

恵那
え な

道路
ど う ろ

（瑞浪
みずなみ

～恵那
え な

武並
たけなみ

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

中部地方整備局 

起終点 
自：岐阜

ぎ ふ

県瑞浪
みずなみ

市土岐町
ときちょう

 

至：岐阜
ぎ ふ

県恵那
え な

市武並町
たけなみちょう

 
延長  ８．２ｋｍ 

事業概要  

瑞浪恵那道路（瑞浪～恵那武並）は、国道１９号の交通混雑の緩和及び交通安全の確保ならびに、沿線の地域

開発支援を目的に計画された、岐阜県瑞浪市土岐町から恵那市武並町に至る延長８.２kmの道路である。 

事業の目的、必要性  

対象区間の整備により、国道１９号の交通の安全性と物流の安定性が確保され、沿線地域における生活・産業

活動を支援するとともに、定時性の確保等により、円滑な企業活動、新たな企業立地の進展による民間投資の促

進、新たな雇用の創出を支援する。 

全体事業費 約２４５億円 計画交通量 約１３，８００台/日 

事業概要図   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【岐阜県知事】 

 一般国道１９号瑞浪恵那道路（瑞浪～恵那武並）の平成２７年度予算化については、異議ありません。 

本道路は一般国道１９号の交通渋滞の緩和に寄与するとともに、国土強靱化の観点からも大変重要な道路で

あることから、新規候補箇所に選定いただき、感謝申し上げます。 

残る未事業化区間についても、早期に事業化を図り、全線が早期整備されるよう特段の配慮をお願いします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了：都市計画決定手続き完了(Ｈ２６.４．２５) 

 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １.４ 

総費用 ２００億円 総便益 ２８１億円 基準年  

事業費：   163億円 

維持管理費：  38億円 

走行時間短縮便益：235億円 

走行経費減少便益： 33億円 

交通事故減少便益： 13億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.3  (交通量    -10％) B/C＝1.5   (交通量       +10％) 

事業費変動 B/C＝1.3  (事業費変動   +10％) B/C＝1.5   (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.4  (事業期間変動 +20％) B/C＝1.5   (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策  ◎ 

国道１９号の物流の安定性が確保され、沿線地域の生活・産業活動を支援。 

 

〔混雑度の変化〕 

現況 1.42  ⇒  整備後 0.68 

 

事故対策 ◎ 

国道１９号の安全性が確保され、沿線地域の生活・産業活動を支援。 

 

〔正面衝突事故率〕 

現況 3.4件/億台km  ⇒  整備後 1.4件/億台km 

 

歩行空間 －  注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 －  注目すべき影響はない。 

地域経済 ◎ 

定時性確保等の円滑な企業活動を支援。 

 

〔平均旅行速度の変化（恵那テクノパーク～瑞浪IC）〕 

現況 36km/h  ⇒  整備後 44km/h 

 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 －  注目すべき影響はない。 

地域社会 ○ 
民間投資を促進し、雇用の創出を支援。 

（現在）恵那テクノパーク内にリニア関連企業が建設中 

（今後）県等が計画している新たな企業立地等の進展が見込まれる 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了(Ｈ２６.４．２５) 

・瑞浪市長、恵那市長より早期事業化を要望。 

 

採択の理由 
費用便益比が１.４と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事業

採択の前提条件が確認できる。 

また、国道１９号の交通の安全性と物流の安定性の確保により、沿線地域における生活・産業活動を支援すると

ともに、定時性確保等により、円滑な企業活動、新たな企業立地の進展による民間投資の促進、新たな雇用の創出

を支援することから、事業の必要性・効果は高いと判断出来る。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

              ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの 

新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 
担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

凡 例

開 通 済

事 業 中

調 査 中

対 象 区 間



 

事業の概要 

事業名 
一般国道１号 

東駿河
ひがしするが

湾
わん

環状
かんじょう

道路
ど う ろ

（沼津
ぬ ま づ

岡宮
おかのみや

～愛
あし

鷹
たか

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国道交通省 

中部地方整備局 

起終点 
自：静岡県

しずおか

沼津市
ぬまづ

岡宮
おかのみや

 

至：静岡県
しずおか

沼津市
ぬまづ

東椎路
ひがししいじ

 
延長 ２．６ｋｍ 

事業概要  

東駿河湾環状道路（沼津岡宮～愛鷹）は、伊豆縦貫自動車道 東駿河湾環状道路と一体となって沼津・三島

都市圏の環状道路を形成し、国道１号等の慢性的な交通混雑の緩和及び南海トラフ巨大地震時における緊急輸

送ネットワークの構築を目的に計画された、静岡県沼津市岡宮から沼津市東椎路に至る延長２．６ｋｍの道路

である。 

事業の目的、必要性  

対象区間の整備により、沼津・三島都市圏において、都心部での慢性的な渋滞が緩和し、定時性・速達性の

向上が図られ、住民生活や円滑な企業活動を支援するとともに、第三次救急医療施設へのアクセスルートが確

保され、災害に強い緊急輸送ネットワークを構築する。 

全体事業費 約２３０億円 計画交通量 １６，２００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
関係する地方公共団体等の意見  

【静岡県知事】 

 東駿河湾環状道路のうち、沼津岡宮インターチェンジから東側区間が開通し、沼津・三島都市圏の東側地域

では渋滞の緩和など開通による効果が現れておりますが、西側地域の国道１号では、依然として慢性的な渋滞

が発生していることから、そのバイパスとなる「一般国道１号 東駿河湾環状道路（沼津岡宮～愛鷹）」の新

規事業化と事業推進を強く希望します。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・ 費用対便益  ：便益が費用を上回っている。 

・ 手続きの完了 ：都市計画決定手続き完了（Ｓ６２．１０．２） 

 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．５ 

総費用 １５５億円 総便益 ２２６億円 基準年  

事業費： １４４億円 

維持管理費： １１億円 

走行時間短縮便益：１８７億円 

走行経費減少便益： ２６億円 

交通事故減少便益： １３億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.3  (交通量    -10％) B/C＝1.6  (交通量    +10％) 

事業費変動 B/C＝1.3  (事業費変動   +10％) B/C＝1.6  (事業費変動   -10％) 

事業期間変動 B/C＝1.3  (事業期間変動 +20％) B/C＝1.6  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

 

既に開通している東駿河湾環状道路と一体となって環状機能を発揮することで、都

心部を通過する交通が環状道路に転換され、都心部での慢性的な渋滞が緩和。 

 

 

〔混雑度の変化（国道１号）〕 

現況 1.34（716百台/日）  ⇒  整備後 0.98（523百台/日） 

 

事故対策 － 注目すべき影響はない。 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

 

都心部での慢性的な渋滞が緩和し、通勤等の定時性・速達性の向上が図られ、住民

生活や円滑な企業活動を支援。 

 

〔所要時間の変化（三島塚原ＩＣ～市立病院南交差点）〕 

現況 31分  ⇒  整備後 24分 

 

地域経済 － 注目すべき影響はない。 

災 害 ◎ 
東名、新東名、東駿河湾環状道路と有機的に連結されることで、第三次救急医療施

設 沼津市立病院へのアクセスルートを確保し、災害に強い緊急輸送ネットワーク

を構築。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 － 注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定手続き完了（Ｓ６２．１０．２） 

・静岡県知事、沼津市長等より早期事業化を要望。 

 

採択の理由 
費用便益比が１．５と便益が費用を上回っているとともに、都市計画決定手続きが完了していることから、事

業採択の前提条件が確認できる。 

また、沼津・三島都市圏において、都心部での慢性的な渋滞が緩和し、定時性・速達性の向上が図られ、住民

生活や円滑な企業活動を支援するほか、第三次救急医療施設へのアクセスルートを確保し、災害に強い緊急輸送

ネットワークを構築することから、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

沼津市

三島市

清水町

東駿河湾環状道路
延長15.0km

新東名高速道路

東名高速道路

対象区間
延長2.6km

沼津岡宮IC

愛鷹IC(仮称)

長泉JCT
三島加茂IC

三島塚原IC

三島玉沢IC

大場・函南
IC

長
泉
IC

三
島
萩
IC

長泉沼津IC

沼津IC

136

246

414

1

1

富士市

函南町

東駿河湾環状道路
(沼津岡宮～原)
延長7.9km

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

一般国道１号 

東駿河湾環状道路 

（沼津
ぬ ま づ

岡 宮
おかのみや

～愛
あし

鷹
たか

） 

静岡県

新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

供用中

事業中

凡 例

供用中

事業中

凡 例

調査中

開通済

対象区間



 

新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道１６１号  

湖西
こ せ い

道路（真野
ま の

～坂本
さかもと

北
きた

） 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：滋賀

し が

県大津
お お つ

市真野
ま の

大野
お お の

 

至：滋賀
し が

県大津
お お つ

市坂本
さかもと

 
延長  ６．６㎞ 

事業概要  

一般国道１６１号は、福井
ふ く い

県敦賀
つ る が

市を起点に滋賀県湖西
こ せ い

地域を縦断し、滋賀県大津市に接続する、北陸地方と京阪神を最

短距離で結ぶ重要幹線道路である。このうち、湖西道路（真野～坂本北）は、大津市北中部に位置し、国道１６１号バイパ

スとして暫定２車線で供用された、琵琶
び わ

湖西
こ に し

縦貫道路の一部を構成する延長６．６ｋｍの道路である。 
事業の目的、必要性  

当該区間の４車線化整備により、交通渋滞の緩和、交通事故の減少を図るとともに、速達性、定時性、アクセス信頼性の

向上により、観光消費を通じた地域経済活性化及び救急医療活動の支援に寄与するものである。 
全体事業費  約９０億円 計画交通量 約４２，９００台／日 

事業概要図  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

【滋賀県知事】 
一般国道１６１号湖西道路（真野～坂本北）の予算化については同意します。 
国道１６１号は北陸圏と近畿圏を連携し、大津・湖西地域の生活の向上、経済の活性化、産業の振興、文化

の交流等に寄与するとともに、大規模災害時の避難道路や緊急輸送道路として大きな役割を果たす重要な路線

であります。 
しかしながら、当該事業箇所は、交通事故や交通渋滞等が多発しており、以前から４車線化の新規事業化に

ついて強くお願いしているところです。また、地元自治体や住民におきましても、課題解消のため当該事業の

新規事業化と早期完成を強く望んでおります。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

新規事業化については妥当である。 
 
事業採択の前提条件  

費用対便益 ：便益が費用を上回っている。 

S49.7 ４車線の自動車専用道路として事業許可(日本道路公団)、S56に暫定２車線整備に事業内容変更（用地は４車線

分取得） 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ ７．２ 

総費用 ８９億円 総便益 ６３５億円 基準年  

事業費： ７１億円 

維持管理費： １８億円 

走行時間短縮便益：５８０億円 

走行経費減少便益：  ３７億円 

交通事故減少便益： １９億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝5.9 （交通量 -10 ％） B/C＝8.5 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C＝6.6 （事業費 +10 ％） B/C＝7.8 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C＝7.0 （事業期間 +20 ％） B/C＝7.3 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 

・４車線化に伴い、十分な交通容量を確保し渋滞を解消。 

【４車線化による所要時間の短縮】 

西大津バイパス（藤尾南ランプ）～湖西道路（真野ＩＣ）間の所要時間(混雑時) 

整備前 ２８分 → 整備後 １６分（１２分短縮） 

事故対策 ◎ 

・渋滞解消に伴い、渋滞が要因と考えられる死傷事故が減少。 

・整備済の西大津バイパスでは、並行する国道１６１号を含め死傷事故率が減少 

【死傷事故率の減少】 

湖西道路    現況     ２３件/億台㌔ → 整備後        ９件/億台㌔ 

西大津バイパス ４車線整備前 ２７件/億台㌔ → 整備後（実績）  ９件/億台㌔ 

国道１６１号  ４車線整備前１１８件/億台㌔ → 整備後（実績）７４件/億台㌔ 

歩行空間 － 注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ○ 

・第三次医療施設（大津赤十字病院）へのアクセスルート信頼性が向上し、安心・安

全な住民生活を確保。 

・高島
たかしま

市の第三次救急医療施設への６０分圏域人口が増加。 

【高島市の第三次医療施設への６０分圏域人口】 

現況（混雑時） 約４．６万人 → 整備後 約５．１万人（約５千人増加） 

地域経済 ○ 観光施設への速達性、定時性が向上し、広域観光の活性化に貢献。 

災 害 － 注目すべき影響はない。 

環 境 － 注目すべき影響はない。 

地域社会 － 注目すべき影響はない。 

事業実施環境 ○ 
・完成４車線分用地取得済み 

・滋賀県知事、大津市長、高島市長より湖西道路（真野～坂本北）の早期事業化を 

要望。 
 

採択の理由 

・費用便益比が７．２と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

・また、当該区間の渋滞緩和や事故削減ならびに地域経済等への効果が期待でき、事業の必要性・効果は高いと 

判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

      ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 
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事 業 中

供 用 中

凡 例

調 査 中

対象区間



 

平成２７年度予算要求に係る新規事業採択時評価 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道３１２号 

大宮
おおみや

峰山
みねやま

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

近畿地方整備局 

起終点 
自：京都

きょうと

府京丹後
きょうたんご

市峰山町
みねやまちょう

新町
しんまち

 

至：京都
きょうと

府京丹後
きょうたんご

市大宮町
おおみやちょう

森本
もりもと

 
延長  ５．０㎞ 

事業概要  

山陰
さんいん

近畿
き ん き

自動車道は、鳥取
とっとり

県鳥取
とっとり

市を起点とし、兵庫
ひょうご

県豊岡
とよおか

市を経由して京都府宮津
み や づ

市に至る延長約１２０ｋｍの地域高

規格道路である。 

大宮峰山道路は、山陰近畿自動車道の一部として、京都府京丹後市大宮町森本から京丹後市峰山町新町に至る延長５．０

km の自動車専用道路である。 
事業の目的、必要性  

大宮峰山道路は、現在事業中の野田川
の だ が わ

大宮
おおみや

道路と連続し、丹後半島における大阪府から京都府丹後地域を結ぶネットワー

クの一部を形成。  
並行する国道３１２号の交通混雑や交通事故発生件数の低減に寄与するほか、丹後地域の沿岸の観光施設へのアクセス性

向上による地域経済に寄与するものである。 
全体事業費  約１６０億円 計画交通量 約１０，０００台／日 

事業概要図  

 

 

関係する地方公共団体等の意見  

【京都府知事】 
一般国道３１２号大宮峰山道路は、日本海国土軸である山陰近畿自動車道の一部であり、本道路の整備によ

り、本府と兵庫県、鳥取県との連携がさらに強まると期待しております。 

また、京都府北部地域における観光・地域産業を支援するとともに、一般国道３１２号の交通渋滞を解消し、

交通円滑化に寄与するなど、北部地域の発展には不可欠であり、重要な道路であります。 

つきましては、一般国道３１２号大宮峰山道路を平成２７年度の新規事業として予算化し、早期の事業完成

をお願いいたします。 
 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 
 
 
 
事業採択の前提条件  

・費用対便益   ：便益が費用を上回っている。 

・手続きの完了 ：都市計画手続き完了（平成１１年４月当初、平成１８年１２月変更） 

 

 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 １３３億円 総便益 ２１７億円 基準年  

事業費： １１０億円 

維持管理費： ２４億円 

走行時間短縮便益：１６９億円 

走行経費減少便益：  ３６億円 

交通事故減少便益： １１億円 

平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C=1.4 （交通量 -10 ％） B/C=1.9 （交通量 +10 ％） 

事業費変動 B/C=1.5 （事業費 +10 ％） B/C=1.8 （事業費 -10 ％） 

事業期間変動 B/C=1.5 （事業期間 +20 ％） B/C=1.7 （事業期間 -20 ％） 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 ◎ 
並行する国道３１２号の交通転換により旅行速度向上 

三坂交差点～長岡大橋交差点 

現況 14km/h → 整備後 35km/h（21km/h短縮） 

事故対策 ◎ 
並行する国道３１２号の交通事故が減少し、走行安全性が向上 

死傷事故件数の変化 現況 32件/年 → 整備後 24件/年（8件/年減少） 

歩行空間 － 注目すべき影響はない 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 
大宮峰山道路の利用により、救急搬送時間短縮 

現況 45分 → 整備後 27分（18分短縮） 

地域経済 ◎ 

山陰近畿自動車道が整備されると、日本海沿岸地域の観光資源を繋ぎ、周遊性が向上

し、観光客の増加に寄与 

  天野橋立～城崎温泉の所要時間 

   現況 80分 → 整備後（山陰近畿自動車道） 50分（30分短縮） 

災 害 ◎ 日本海国土軸の形成により災害等に強い道路ネットワークを構築 

環 境 － 注目すべき影響はない 

地域社会 ○ 京都府南部地域と日本海沿岸地域間における地域連携の強化が図られる。 

事業実施環境 ○ 
都市計画決定済み（平成１１．４月当初、平成１８．１２月変更） 

京都府知事より当該区間の直轄権限代行による新規事業化を要望 

 

採択の理由 

費用便益比が１．６と便益が費用を上回っているとともに、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、並行する国道３１２号の交通渋滞、多発する交通事故の解消・緩和が期待でき、観光資源を周遊する

ネットワークの形成等、事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 

 

 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫     

     

  ※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

 

大宮峰山道路 



新規事業採択時評価結果（平成２７年度新規事業化箇所） 

 

事業の概要 

事業名 
一般国道３号 

（南 九 州
みなみきゅうしゅう

西回
にしまわ

り自動車道）阿久根
あ く ね

川内
せんだい

道路 

事業 

区分 
一般国道 

事業 

主体 

国土交通省 

九州地方整備局 

起終点 
自：鹿児島県阿

あ

久
く

根
ね

市鶴
つる

川
がわ

内
うち

 

至：鹿児島県薩
さつ

摩
ま

川
せん

内
だい

市水
みず

引
ひき

町
ちょう

 
延長  ２２．４ｋｍ 

事業概要  

一般国道３号南九州西回り自動車道は熊本県八代市を起点とし、水俣市、鹿児島県阿久根市、薩摩川内市な

どを経由して鹿児島市に至る延長約１４０kmの自動車専用道路である。 

そのうち、阿久根～薩摩川内水引間約２２kmは、南九州西回り自動車道唯一の未事業化区間となっている。 

 

事業の目的、必要性  

本道路は災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス負担を軽減し地域の安

全・安心の確保、周遊性向上により交流人口を拡大し観光資源活用により経済成長に寄与するものである。 

全体事業費 約１，０５０億円 計画交通量   約１９，４００台／日 

事業概要図  

                                                                                                                                                  

                                                                                               

 
関係する地方公共団体等の意見  

【鹿児島県知事】 

 南九州西回り自動車道沿線地域は，世界的にも貴重な出水のツル渡来地や優れた自然の風景を有する甑島・

阿久根大島，日本三大急潮の黒之瀬戸等のポテンシャルが高い観光資源を多数有する地域です。 

 北薩地域における高速道路ネットワークの一部を構成する南九州西回り自動車道の整備により，九州縦貫自

動車道とネットワークが形成され，観光周遊圏の拡大による交流人口の増大が期待されるところです。 

 当県としては南九州西回り自動車道が，交流人口の増大による地方創生を実現する重要な社会インフラであ

るものと強く認識しているところであり，阿久根から薩摩川内間の事業化のあかつきには円滑に事業促進が図

れるよう最大限努力してまいりますので，是非とも平成27年度の新規事業として予算化していただきますよう

お願いいたします。 

 
学識経験者等の第三者委員会の意見  

・新規事業化については妥当である。 

 
事業採択の前提条件  

・費用対便益  ：便益が費用を上回っている 

・手続きの完了 ：都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２６．７．２９） 

事業評価結果 

費
用
対
便
益 

Ｂ／Ｃ １．６ 

総費用 ８１３億円 総便益 １，２６８億円 基準年  

事業費：   ７５０億円 

維持管理費：  ６３億円 

走行時間短縮便益：１，０１３億円 

走行経費減少便益：１４２億円 

交通事故減少便益：１１２億円 
平成２６年 

感度分析の結果 

交通量変動 B/C＝1.4 (交通量    -10％) B/C＝1.8  (交通量      +10％) 

事業費変動 B/C＝1.4 (事業費変動   +10％) B/C＝1.7  (事業費変動   -10 ％) 

事業期間変動 B/C＝1.4 (事業期間変動 +20％) B/C＝1.7  (事業期間変動 -20％) 

事
業
の
影
響 

評価項目 評価 根拠 

自
動
車
や
歩
行
者
へ
の
影
響 

渋滞対策 － ・注目すべき影響はない。 

事故対策 － ・注目すべき影響はない。 

歩行空間 － ・注目すべき影響はない。 

社
会
全
体
へ
の
影
響 

住民生活 ◎ 

・周産期医療施設へのアクセス時間の短縮、第３次救急医療施設60分圏域の拡大に

より地域の安全・安心を確保 

［阿久根市から周産期医療施設（薩摩川内市）へのアクセス時間］ 

現況 41分 → 整備後 28分（13分短縮） 

［阿久根市の第３次救急医療施設60分圏内人口］ 

整備前 約１割(約2,500人) → 整備後 約７割(約16,900人) 

地域経済 － 
 

・注目すべき影響はない 

 

災 害 ◎ 

・災害時にも避難路や緊急輸送道路として機能する信頼性の高い高速ネットワーク

の形成 

・九州縦貫自動車道の通行止時の代替機能を確保 

［九州縦貫自動車道通行止時の移動時間（八代～鹿児島間）］ 

  現況 188 分 → 整備後 98 分（90分短縮) 

環 境 － ・注目すべき影響はない  

地域社会 ○ 
・九州縦貫自動車道と周遊ネットワークが形成され、交流人口の増大が期待 

 ［高速道路沿線の観光周遊ルート移動時間］ 

  現況 260 分 → 整備後 180 分（80分短縮) 

事業実施環境 ○ 
・都市計画決定、環境影響評価手続き完了（Ｈ２６．７．２９） 

・鹿児島県知事より、阿久根～川内間の一括での平成２７年度新規事業化を要望 

採択の理由 
費用便益比が１．６と便益が費用を上回っており、事業採択の前提条件が確認できる。 

また、阿久根川内道路の開通により災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス

負担を軽減し地域の安全・安心を確保、周遊性向上により交流人口を拡大し地域の観光資源を最大限活用するこ

とで経済成長に貢献するなど事業の必要性・効果は高いと判断できる。 

以上より、本事業の新規事業化については妥当である。 
 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫      

 

※総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

阿久根川内道路

宮崎県 

熊本県 

鹿児島県 
阿
久
根
川
内
道
路km

鹿児島県阿久根市鶴川内

鹿児島県薩摩川内市水引町

あ く ね つるがわうち

さつ ま せんだい みずひきちょう

あ

く

ね

せ
ん

だ
い

延
長

22.4

出水ＩＣ(仮)

高尾野ＩＣ(仮)
野田ＩＣ

阿久根北ＩＣ

阿久根ＩＣ

西目ＩＣ(仮)

大川ＩＣ(仮)

湯田西方ＩＣ(仮)

薩摩川内水引ＩＣ

薩摩川内都ＩＣ

薩摩川内高江ＩＣ

いずみ

たかおの

のだ

あ く ね きた

あ く ね

にしめ

おおかわ

ゆ だにしかた

さつませんだいみずひき

さつませんだいたかえ

さつませんだいみやこ

凡 例
開通済区間
事業区間
対象区間



参考：平成２７年度予算要求に係る新規事業採択時評価（防災機能の評価） 
 
１.事業の概要 

事業名 
一般国道３号 
（南 九 州

みなみきゅうしゅう

西回
にしまわ

り自動
じどう

車道
しゃどう

）阿久根
あ く ね

川内
せんだい

道路 
事業 

区分 
一般国道 事業 

主体 

国土交通省 
九州地方整備局 

起終点 
自：鹿児島県阿

あ

久
く

根
ね

市鶴
つる

川
がわ

内
うち

 
至：鹿児島県薩

さつ

摩
ま

川
せん

内
だい

市水引
みずひき

町
ちょう

 
延長  ２２．４ｋｍ 

事業概要 

 

目的 

一般国道３号南九州西回り自動車道は熊本県八代市を起点とし、水俣市、鹿児島県阿久根市、薩

摩川内市などを経由して鹿児島市に至る延長約１４０kmの自動車専用道路である。 

そのうち、阿久根～薩摩川内水引間約２２km(鹿児島県阿久根市～鹿児島県薩摩川内市)は、南九

州西回り自動車道唯一の未事業化区間となっており、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネット

ワークの形成、医療アクセス負担を軽減し地域の安全・安心の確保、周遊性向上により交流人口を

拡大し観光資源活用により経済成長に寄与するものである。 

事業費 約１，０５０億円 3 便益 B/C １．６ 

 
２.必要性の評価 

（１）課題の整理 

評価項目 当該事業地域の課題・上位計画等 

防災・災害時の 

救助活動等 

・国道３号は、大雨に伴う法面崩壊や路面冠

水により通行規制が再三発生。 
・九州縦貫自動車道の通行止時には、国道３

号に容量を超える迂回交通が流入し、著しい

混雑が発生。 
・国道３号は大規模震災時には津波浸水の恐

れがあり、緊急輸送道路としての信頼性に課

題。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・大規模災害時においても、救援・救護、災害復旧等に的

確に対応できるよう、災害時における確実な避難・緊急輸

送等を図るための迂回ルート等の余裕性（リダンダンシー）

に優れた交通網の整備を推進する。 
※鹿児島県「かごしま将来ビジョン」(H20.3) 
・河川災害、土砂災害、高潮被害、農地・農業集落等にお

ける災害の未然防止対策、道路や港湾などの緊急輸送ネッ

トワークを形成 

住民生活 

・出水保健医療圏（出水市・阿久根市・長島

町）では、妊産婦の救急対応が困難。緊急時

には薩摩川内市等に搬送されるが、周産期死

亡率は全国の約２倍。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・災害時・緊急時の救急医療等を受けられる生活環境を構

築するため、基幹都市圏等に集積した高次医療サービスの

広域的な亨受を可能とする搬送手段、交通基盤等を形成し

ていく。特に、受入体制の強化が求められている妊婦・小

児への高度救急医療に対応するための取組を進めていく。 
※鹿児島県「かごしま将来ビジョン」(H20.3) 
・災害時の広域応援体制や医療救護体制の整備を推進 

地域社会 

地域経済 

・高速道路が接続した薩摩川内市で観光客が

増加する一方、未接続の出水市・阿久根市で

はほぼ横ばい。 
・沿線の魅力ある観光資源を活かしきれてい

ない。 

※九州圏広域地方計画(H21.8) 
・多自然居住地域間を中心に交流・連携を繰り広げる生活

文化交流軸として、熊本、宮崎、鹿児島の３県にまたがる

南九州地域において、重要な食料供給地域としての高付加 
価値農業地域の形成を図る。 
※鹿児島県「かごしま将来ビジョン」(H20.3) 
・幹線道路網が整備されることにより、物流の効率化や利

便性が向上し、観光客などの交流人口が増え、地域が活性

化 

その他  
 
（２）事業の必要性 

災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス負担を軽減し地域の安全・安心の確

保、周遊性向上により交流人口を拡大し観光資源を最大限活用することで経済成長に寄与するものである。 

  
３.有効性の評価 

（１）ネットワーク上のリンクとしての評価 

 ①主要都市・拠点間の防災機能の向上 

区間 

リンクの評価 

効果 評価 現状 

（整備前） 

（目標） 

整備後 

出水市 
 

(地域の生活の中

心となる都市) 

薩摩川内市 
 

(地域の生活の中

心となる都市) 
(重要港湾) 

(周産期救急医療) 
(新幹線駅) 

   

 

 

Ｄ 
（Ｂ） 

Ｂ 

・現道は津波浸水想定箇所等を通過して

おり寸断される可能性があるため、災害

危険性が高い。また、近傍の迂回路も脆

弱である（Ｄランク）。 
・当該事業のルートは津波浸水想定箇所

等を避けて計画しており災害危険性の

ないＢランクに改善される。 

◎ 

②ネットワーク全体の防災機能の向上 

リンクの評価 

効果 評価 弱点度 

（整備前） 

弱点度 

（整備後） 
改善度 

１．１ ０．８ １．３ 
・当該リンクの整備により、阿久根市～薩摩川内市

間の災害時の迂回が解消することにより、ネットワ

ーク全体の防災機能が向上。 
○ 

 
（２）当該事業としての評価 

評価項目 事業による効果 評価 

防災・災害時の 

救助活動等 

・災害時にも避難路や緊急輸送道路として機能する信頼性の高い高速ネットワーク

の形成 
・九州縦貫自動車道の通行止時の代替機能を確保 
［九州縦貫自動車道通行止時の移動時間（八代～鹿児島間）］ 

  現況 188 分 → 整備後 98 分（90 分短縮) 

◎ 

住民生活 

・周産期医療施設へのアクセス時間の短縮、第３次救急医療施設 60 分圏域の拡大

による地域の安全・安心を確保 

［阿久根市から周産期医療施設（薩摩川内市）へのアクセス時間］ 

現況 41 分 → 整備後 28 分（13分短縮） 

［阿久根市の第３次救急医療施設 60 分圏内人口］ 

整備前 約１割(約 2,500 人) → 整備後 約７割(約 16,900 人) 

◎ 

地域社会 

地域経済 

・九州縦貫自動車道と周遊ネットワークが形成され、交流人口の増大が期待 

 ［高速道路沿線の観光周遊ルート移動時間］ 

  現況 260 分 → 整備後 180 分（80 分短縮) 

○ 

その他   
 
（３）事業の有効性 

・当該事業の実施により、主要拠点間のリンクの評価がＤランク→Ｂランクに改善するとともに、不通リンクの

解消によりネットワーク全体の防災機能が強化される。 
・また、本事業において、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークが形成されるとともに、医療アク

セス負担の軽減、周遊性の向上による交流人口の拡大など有効性の高い事業と評価する。 

担 当 課：道路局 国道・防災課 

担当課長名：茅野 牧夫       

 



４.事業実施環境・第三者意見 

事業実施環境 

・都市計画決定・環境影響評価手続き完了（Ｈ２６．７．２９） 

・鹿児島県知事より国土交通大臣に、阿久根～川内間の一括での平成２７年度新規事業化

について要望 

 

鹿児島県 

 南九州西回り自動車道沿線地域は，世界的にも貴重な出水のツル渡来地や優れた自然の

風景を有する甑島・阿久根大島，日本三大急潮の黒之瀬戸等のポテンシャルが高い観光資

源を多数有する地域です。 

 北薩地域における高速道路ネットワークの一部を構成する南九州西回り自動車道の整

備により，九州縦貫自動車道とネットワークが形成され，観光周遊圏の拡大による交流人

口の増大が期待されるところです。 

 当県としては南九州西回り自動車道が，交流人口の増大による地方創生を実現する重要

な社会インフラであるものと強く認識しているところであり，阿久根から薩摩川内間の事

業化のあかつきには円滑に事業促進が図れるよう最大限努力してまいりますので，是非と

も平成27年度の新規事業として予算化していただきますようお願いいたします。 

社会資本整備審議会 

道路分科会 

事業評価部会 

「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 

社会資本整備審議会 

九州地方小委員会 

・「新規事業化については妥当である。」との意見を頂いた。 
・津波浸水リスクが存在する当該地域において、災害時の緊急輸送道路として有効。 
・観光・交流による経済波及効果が大きい路線と思われる。 
・当該道路の整備により現道交通量の減少が見込まれるため、整備時の地域づくりや道路

の使い方を考えておく必要がある。 
・地域活力維持のため、「道の駅」のような集客施設等も合わせて考えるべき。 

 
５.対応方針 

・当該事業により、災害時にも機能する信頼性の高い高速ネットワークの形成、医療アクセス負担を軽減し地域

の安全・安心の確保、周遊性向上により交流人口を拡大し観光資源を最大限活用することで経済成長に寄与する

効果が認められることから、防災機能の評価結果も踏まえ、当該事業の必要性・有効性は高いと判断できる。 
 以上より、本事業を平成２７年度予算要求の新規事業箇所として要求する。 

 


